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１ 監査基準 

 
監査基準は財務諸表監査を実施する際の根本となる規範であり、財務諸表の作成規範で

ある会計基準とともに、財務諸表の適正な開示を確保するための重要なインフラストラクチャ

ーである。 
我が国の監査基準は証券取引法に基づく公認会計士監査が導入された昭和 25 年に、「監

査基準」及び「監査実施準則」という構成で設けられた。このとき監査基準の基本的性格とし

て、「監査基準は、監査実務の中に慣習として発達したもののなかから、一般に公正妥当と

認められたところを帰納要約した原則であって、職業的監査人は、財務諸表の監査を行うに

当り、法令によって強制されなくとも、常にこれを遵守しなければならない。」と明示された。今

日においてもその性格は変わらないが、社会情勢の変化に伴って、監査基準は様々な改訂

を経て現在に至っている（現在の監査基準は平成 14 年改訂）。 
財務諸表監査は、情報作成者が一定の基準に則って作成した情報について、第三者であ

る独立の専門家がその基準準拠性を検証し、その結果を情報利用者に対して伝達する組織

的プロセスという基本構造を持っているということができる。このため、財務諸表以外の開示

情報の保証業務についても、同様の構造を持っているものについては、監査基準の考え方

が大いに参考になると考えられる。実際に「環境報告書保証業務指針（中間報告）」（日本公

認会計士協会 平成 15 年 12 月）や、「環境報告書審査基準（案）」（環境報告書審査基準委

員会 平成 15 年 12 月）においても、監査基準と多くの類似点がある。以下の表 1 は「監査基

準」の内容を基準として、「環境報告書保証業務指針（試案）」と「環境報告書審査基準（案）」

の内容を比較したものである。（以下の表中及び文中の(一般基準 1)や(Ⅰ一般指針 1)等

は、各基準、指針の該当条文を指す） 
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（表 1） 監査基準、環境報告書業務指針（中間報告）、環境報告書審査基準（案）の 
内容比較一覧 

 

監査基準 
環境報告書保証業務指針 

（中間報告） 
環境報告書審査基準（案） 

第 1 監査の目的 
環境報告書保証業務の目的

(Ⅰ一般指針 1） 

環境報告書審査の目的 

（一般基準 1．） 

二重責任の原則 二重責任の原則 二重責任の原則 

監査人が表明する意見につ

いて 

保証業務実施者の意見につ

いて (Ⅰ一般指針 2） 

環境報告書審査機関が表

明する意見について 

   

第 2 一般基準 Ⅰ 一般指針 一般基準 

監査人としての適格性に関

する基準(一般基準 1) 

保証業務実施者の適格性に

関する指針 

(一般指針 3) 

環境報告書審査機関の適

格性に関する基準 

(一般基準 3) 

独立性、公正普遍性に関す

る基準(一般基準 2) 

独立性、公正普遍性に関する

指針(一般指針 5) 

独立性、公正普遍性に関す

る基準(一般基準 4) 

職業専門家としての正当な

注意義務の基準 

(一般基準 3、4) 

職業専門家としての正当な注

意義務の指針 

(一般指針 6) 

職業専門家としての正当な

注意義務の基準 

(一般基準 5) 

監査の品質管理に関する基

準(一般基準 5、6) 

保証業務実施者の品質管理

に関する指針(一般指針 7) 

環境報告書審査の品質管

理に関する基準 

(一般基準 6) 

守秘義務に関する基準 

(一般基準 7) 

守秘義務に関する指針 

(一般指針 8) 

守秘義務に関する基準 

(一般基準 7) 

 環境報告書保証業務の契約

に関する基準 

(一般指針 4) 

環境報告書審査の対象に

関する基準(一般基準 2) 

   

第 3 実施基準 Ⅱ 実施指針 実施基準 

十分かつ適切な監査証拠と

合理的な基礎に関する基準

（リスクアプローチ、監査要

点、試査の原則、財務諸表

の虚偽表示の可能性の評

十分かつ適切な証拠と合理的

基礎に関する指針 

(実施指針 1,2) 

十分かつ適切な審査証拠と

合理的基礎に関する基準

（立証すべき目標等） 

(実施基準 8) 
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価、継続企業の前提の検討

等） 

(実施基準 一.基本原則 

1,2,3,4,5) 

監査計画に関する基準（リ

スクアプローチ、重要性の

判断等） 

(実施基準 二.監査計画の

策定  1,2,3,4,5,6) 

適切な保証業務計画に関す

る指針（適切な計画の設定、

計画設定時の考慮事項） 

(実施指針 3) 

審査計画の基準（リスクアプ

ローチ、重要性の判断等） 

(実施基準 9) 

監査の実施に関する基準

（実施すべき実証手続、内

部統制評価、経営者からの

確認書の入手等） 

(実施基準 三.監査の実施 

1,2,3,4,5,6) 

保証業務の実施に関する指

針（重要性の評価、リスクアプ

ローチ、内部統制評価、経営

者からの確認書の入手等） 

(実施指針 4,5) 

審査の実施に関する基準

（実施すべき実証手続、内

部統制評価等） 

(実施基準 10) 

他の監査人等の利用に関

する基準 

(実施基準 四.他の監査人

の利用  1,2,3) 

他の専門家の利用に関する

指針(実施指針 6) 

他の専門家の業務結果の

利用の基準 

(実施基準 12) 

 記録維持の指針 

（実施指針 8） 

記録維持の基準 

（実施基準 11 ） 

 重要な後発事象の留意の指

針(実施指針 7) 

 

   

第 4 報告基準 Ⅲ 報告指針 報告基準 

監査報告書の意見表明に

関する基準 

(報告基準 一.基本原則 

1,2,3,4,5) 

保証業務報告書の結論表明

に関する指針 

（報告指針 2） 

審査報告書の結論に関する

基準 

(報告基準 13) 

監査報告書の記載区分に

関する基準 

(報告基準 二.監査報告書

の記載区分 1,2) 

保証業務報告書の記載区分

に関する基準 

(報告指針 1) 

審査報告書の記載事項に

関する基準（報告基準 14）
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無限定適正意見の記載事

項に関する基準 

(報告基準 三.無限定適正

意見の記載事項) 

意見に関する除外に関する

基準 

(報告基準 四.意見に関す

る除外 1,2) 

審査報告書の結論の種類

に関する基準（監査基準で

言うところの無限定適正意

見、不適正意見） 

（報告基準 15） 

監査範囲の制約に関する基

準 

(報告基準 五.監査範囲の

制約 1,2,3,4) 

表明する結論の種類に関する

基準(監査基準で言うところの

無限定適正意見、限定付き適

正意見、不適正意見、意見差

し控えに相当する結論) 

（報告指針 3,4,5,6,7） 

結論表明差し控えに関する

基準（監査基準で言うところ

の意見差し控えに相当する

結論） 

(報告基準 16) 

継続企業の前提に関する基

準 

(報告基準 六.継続企業の

前提 1,2,3,4) 

  

追記情報に関する基準 

(報告基準 七.追記情報) 

  

 
 
 

２ 監査基準の内容 
 
現在の監査基準（平成 14 年改訂）は「第 1 監査の目的」「第 2 一般基準」、「第 3 実施基

準」、「第 4 報告基準」の区分で構成されている。 
 
第 1 監査の目的 

監査基準の平成 14 年度の改訂で、監査の目的は以下のように規定されている。 
 
（監査基準 第 1 監査の目的） 
「財務諸表の監査の目的は、経営者の作成した財務諸表が、一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、企業の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況をす

べての重要な点において適正に表示しているかどうかについて、監査人が自ら入手した監査

証拠に基づいて判断した結果を意見として表明することにある。  
財務諸表の表示が適正である旨の監査人の意見は、財務諸表には、全体として重要な虚偽
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の表示がないということについて、合理的な保証を得たとの監査人の判断を含んでいる。」 
改訂を行った企業会計審議会の意見書によると、この監査の目的には、財務諸表の作成

に対する経営者の責任と、財務諸表の適正表示に関する意見表明に対する監査人の責任と

の区別、つまり二重責任の原則を明確にしている。また、監査人が表明する意見は、監査人

が自ら入手した監査証拠に基づいて判断した結果を表明したものであること、監査人が表明

した財務諸表の表示が適正である旨の意見は、財務諸表には、全体として重要な虚偽の表

示がないということについて、合理的な保証を得たという自らの判断が含まれていることを明

確にしている。ここでいう「合理的な保証を得た」とは、対象とする財務諸表の性格的な特徴

（財務諸表の作成には経営者による見積もりが含まれていること等）や、監査の特性（試査に

よって行われている等）などの条件の中で、監査人が職業専門家として一般に公正妥当と認

められる監査の基準に従って監査を実施して、絶対的ではないが相当程度の心証を得たこと

を意味している。 
 
 
 

第 2 一般基準 
一般基準では「監査人としての適格性に関する基準(一般基準 1)」、「独立性、公正普遍性

に関する基準(一般基準 2)」、「職業専門家としての正当な注意義務の基準(一般基準 

3,4)」、「監査の品質管理に関する基準(一般基準 5,6)」、「守秘義務に関する基準(一般基準 

7)」を規定している。 
「監査人としての適格性に関する基準(一般基準 1)」では、専門能力の向上と実務経験等

から得られる知識の蓄積に努めなければならないことを規定している。 
「独立性、公正普遍性に関する基準(一般基準 2)」では、財務諸表監査の実施に当たり、

精神的に公正不偏の態度を保持すること（精神的独立性）と、企業と特別の利害関係がない

こと（外観的独立性）を規定している。 
「職業専門家としての正当な注意義務の基準(一般基準 3,4)」では、監査対象である財務

諸表に重要な虚偽の表示が存在する蓋然性に常に注意しなければならないことを規定して

いる。 
「監査の品質管理に関する基準(一般基準 5,6)」では、監査人とともにその組織に対して監

査の品質を確保するための管理方針と手続を定めることと、その管理方針と手続が有効に

機能していることを確認しなければならないことを規定している。 
「守秘義務に関する基準(一般基準 7)」では、監査人が業務において知り得た事項を正当

な理由なく他に漏らしたり、窃用してはならないことを規定している。 
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第 3 実施基準 
実施基準では「十分かつ適切な監査証拠と合理的な基礎に関する基準（リスクアプローチ、

監査要点、試査の原則、財務諸表の虚偽表示の可能性の評価、継続企業の前提の検討）

(実施基準 一.基本原則 1,2,3,4,5)」、「監査計画に関する基準（リスクアプローチ、重要性

の判断等）(実施基準 二.監査計画策定 1,2,3,4,5,6)」、「監査の実施に関する基準（実施す

べき実証手続、内部統制評価、経営者からの確認書の入手等）(実施基準 三.監査の実施 

1,2,3,4,5,6)」、「他の監査人等の利用に関する基準(実施基準 四 .他の監査人の利用 

1,2,3)」を規定している。 
 
「十分かつ適切な監査証拠と合理的な基礎に関する基準（リスクアプローチ、監査要点、試

査の原則、財務諸表の虚偽表示の可能性の評価、継続企業の前提の検討）(実施基準 一.
基本原則 1,2,3,4,5)」では、監査人が財務諸表監査を実施する際の基本原則を定めている。

この基準の中でリスクアプローチ、監査要点、試査の原則、継続企業の前提の検討は特に重

要と考えられる。 
リスクアプローチとは、財務諸表に虚偽表示が行われる要因を評価することを通じて、実施

する監査手続やその適用の時期及び範囲を決定し、監査リスク（監査人が財務諸表の重要

な虚偽の表示を看過して誤った意見を形成するリスク）を、合理的に低い水準に押さえるため

の考え方である。 
監査リスクは固有リスク（企業の内部統制が存在していないという仮定の上で、財務諸表に

重要な虚偽の表示がなされる可能性）、統制リスク（財務諸表の重要な虚偽の表示が、企業

の内部統制によって防止又は適時に発見されない可能性）、発見リスク（企業の内部統制に

よって防止又は発見されなかった重要な虚偽表示が監査手続を実施してもなお発見されな

い可能性）の 3 つで構成され、以下のような関係式で表される。 
 
監査リスク＝固有リスク×統制リスク×発見リスク 

 
監査人は固有リスクと統制リスクを評価し、虚偽の表示が行われる可能性を見極める。これ

をふまえて、監査リスクを一定の水準に押さえるための発見リスクの水準を決定する（監査手

続やその実施の時期及び範囲を決定する）ことになる。このリスクアプローチは、企業の内部

統制の有効性に関する評価を監査実施の機軸に設けるアプローチと言うこともできる。ちな

みに内部統制とは、日本公認会計士協会監査基準委員会報告第 4 号において「適正な財務

諸表を作成し、法規の遵守を図り、会社の資産を保全し、会社の事業活動を効率的に遂行す

る」ために、経営者が構築する内部統制組織と、これに影響を与える経営者の経営理念、社

風や慣行などの会社内部要因である内部経営環境からなるとされている（（リスクアプローチ

の詳細な解説については、本節末尾の「８．３ 監査基準を補完するもの」参照）。 
監査要点とは、財務諸表作成の基礎となる取引や会計事象等の構成要素について立証す
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べき目標のことである。実在性、網羅性、権利と義務の帰属、表示の妥当性等が該当する。 
試査の原則とは、監査は原則として試査に基づいて統制リスク評価の手続、監査要点の立

証のための実証手続を行うことである。試査とは、検証の対象とする集団（母集団）から一部

を抽出し、抽出したものに対して検証手続を実施し、その結果によって母集団の一定の特性

を推定することである。 
継続企業の前提の検討とは、企業が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に対し

て監査人が検討することである。ただし監査人の責任はあくまでも二重責任の原則に裏付け

られたものであるので、監査人は継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象や状況の有

無、合理的な期間について経営者が行った評価、当該事象等を解消あるいは大幅に改善さ

せるための経営者の対応及び経営計画について検討するのである。つまりは企業の事業継

続能力に関わる情報の財務諸表における適切な開示を促すことが継続企業の前提の検討

の意図するところである。 
「監査計画に関する基準（リスクアプローチ、重要性の判断等）(実施基準 二.監査計画策

定 1,2,3,4,5,6)」では、リスクアプローチと重要性の判断から適切な監査計画を立案すること

を定めている。 
監査計画では、上述のリスクアプローチおよび重要性の判断から、実施すべき監査手続、

実施の時期及び範囲を決定する。また、企業が利用する情報技術が監査に及ぼす影響の検

討や、財務諸表悪化の傾向、財政破綻の可能性その他の継続企業の前提に重要な疑義を

抱かせる事象又は状況の有無の検討を監査計画立案の際に実施する。 
重要性とは、財務諸表における虚偽表示あるいは記載の脱漏が、財務諸表利用者の行動

に与える程度のことで、質的重要性と金額的重要性がある。質的重要性には例えば財務諸

表利用者の関心が高い項目が該当する。金額的重要性とは、文字通り金額に基づく重要性

である。監査人はこれらを判断して監査計画の立案を行う。 
 

「監査の実施に関する基準（実施すべき実証手続、内部統制評価、経営者からの確認書の

入手等）(実施基準 三.監査の実施 1,2,3,4,5,6)」では、監査計画に基づいて実際に監査を

行う際の基準を定めている。 
実施すべき実証手続の一つに内部統制評価がある。これは監査を実施に当たって内部統

制評価手続を実施することである。評価手続の結果が監査計画立案時の暫定的な内部統制

評価と同程度の水準であれば、監査計画において策定した実証手続を実施し、統制リスクが

暫定的な評価時よりも高いと判断した場合は、監査計画において策定した実証手続を修正し

て十分かつ適切な監査証拠を収集しなければならない。また、不正又は誤謬を発見した場合

には監査手続を追加する必要がある。この他にも、経営者が行った見積もりの方法の評価及

びその見積もりと監査人が行った見積もりや実績との比較を行うこと、継続企業の前提に重

要な疑義を抱かせる状況がある場合には、疑義に対して経営者が行った評価等の合理性を

検討すること等をここで規定している。 

資料 8－8 

 



「他の監査人等の利用に関する基準(実施基準 四.他の監査人の利用 1,2,3)」では、他の

監査人、専門家、企業の内部監査結果を利用する際には、その能力や信頼性を評価して使

用の程度を決定しなければならないことを規定している。 
 
 

第 4 報告基準 
報告基準では、「監査報告書の意見表明に関する基準 (報告基準 一 .基本原則 

1,2,3,4,5)」、「監査報告書の記載区分に関する基準(報告基準 二.監査報告書の記載区分 

1,2)」、「無限定適正意見の記載事項に関する基準(報告基準 三.無限定適正意見の記載事

項)」、「意見に関する除外に関する基準(報告基準 四.意見に関する除外 1,2)」、「監査範囲

の制約に関する基準(報告基準 五.監査範囲の制約 1,2,3,4)」、「継続企業の前提に関する

基準(継続企業の前提 1,2,3,4)」、「追記情報に関する基準(報告基準 七.追加情報)」を規

定している。 
 
「監査報告書の意見表明に関する基準(報告基準 一.基本原則 1,2,3,4,5)」では、経営者

の作成した財務諸表が、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、重要な

点において適正に表示しているかについて意見を表明する必要があること、適切に表示して

いるかどうかの判断は、経営者が採用した会計方針の選択及び適用方法が会計事象や取

引を適切に反映するものであるかどうか並びに財務諸表の表示方法が適切であるかどうか

についても評価する必要があることを規定している。 
「監査報告書の記載区分に関する基準(報告基準 二.監査報告書の記載区分 1,2)」では、

監査報告書において、監査の対象、実施した監査の概要及び財務諸表に対する意見を明瞭

かつ簡潔に記載しなければならないこと、意見を表明しない場合はその理由を記載しなけれ

ばならないこと、追記情報は意見の表明とは明確に区別しなければならないことを規定して

いる。 
「無限定適正意見の記載事項に関する基準(報告基準 三.無限定適正意見の記載事項)」

では、無限定適正意見を表明するための基準と、無限定適正意見を表明する際に、監査報

告書に記載する事項を規定している。 
「意見に関する除外に関する基準(報告基準 四.意見に関する除外 1,2)」では、監査を実

施した結果、無限定適正意見を表明できない場合に、限定付適正意見もしくは不適正意見を

表明するための基準を規定している。 
「監査範囲の制約に関する基準(報告基準 五.監査範囲の制約 1,2,3,4)」では、重要な監

査手続を実施できなかった場合の限定付適正意見及び意見差し控え（意見を表明しないこ

と）を表明する際の基準を規定している。 
「継続企業の前提に関する基準(継続企業の前提 1,2,3,4)」では、継続企業の前提に重要

な疑義が認められる場合に、それが財務諸表に適切に反映されているか否か、適切な経営
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計画の有無に応じて監査人が表明する意見（無限定適正意見、限定付適正意見、意見差し

控え、不適正意見）を選択することを規定している。 
「追記情報に関する基準(報告基準 七.追加情報)」では、以下の事項について監査人が説

明又は強調することが適当と判断した場合に追記することを規定している。 
1. 正当な理由による会計方針の変更 
2. 重要な偶発事象 
3. 重要な後発事象 
4. 監査した財務諸表を含む開示書類における当該財務諸表の表示とその他記載内容

との重要な相違 
 
 
 
３ 監査基準を補完するもの 
 
監査基準は財務諸表監査を実施する際の根本となる規範であることを冒頭で述べたが、監

査基準だけで監査業務全てを網羅することはもちろんできない。監査基準を補完するため、

監査業務の実務に沿った様々な指針が存在する。ここでは一例として、公認会計士協会監査

基準委員会の報告の一覧を示し、その後にリスクアプローチに関する報告である、監査上の

危険性と重要性＜監査基準委員会報告書第 5 号＞について述べる。 
 

公認会計士協会委員会報告等 
◆監査基準委員会  

 分析的手続＜監査基準委員会報告書第 1 号＞  
 特記事項＜監査基準委員会報告書第 2 号＞  
 経営者による確認書＜監査基準委員会報告書第 3 号＞  
 内部統制＜監査基準委員会報告書第 4 号＞ 廃止  
 監査上の危険性と重要性＜監査基準委員会報告書第 5 号＞  
 監査計画＜監査基準委員会報告書第 6 号＞  
 十分な監査証拠＜監査基準委員会報告書第 7 号(中間報告) ＞  
 他の監査人の監査結果の利用＜監査基準委員会報告書第 8 号（中間報告）＞  
 試査＜監査基準委員会報告書第 9 号(中間報告)＞  
 不正及び誤謬＜監査基準委員会報告書第 10 号(中間報告)＞  
 違法行為＜監査基準委員会報告書第 11 号(中間報告)＞  
 監査の品質管理＜監査基準委員会報告書第 12 号(中間報告)＞  
 会計上の見積りの監査＜監査基準委員会報告書第 13 号(中間報告)＞  
 専門家の業務の利用＜監査基準委員会報告書第 14 号（中間報告）＞  
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 内部監査の整備及び実施状況の把握とその利用＜監査基準委員会報告書第 15 号

（中間報告）＞  
 監査調書＜監査基準委員会報告書第 16 号（中間報告）＞  
 中間監査＜監査基準委員会報告書第 17 号（中間報告）＞  
 委託業務に係る内部統制の有効性の評価＜監査基準委員会報告書第 18 号（中間報

告）＞  
 確認＜監査基準委員会報告書第 19 号（中間報告）＞  
 統制リスクの評価＜監査基準委員会報告書第 20 号(中間報告)＞  
 十分かつ適切な監査証拠＜監査基準委員会報告書第 21 号(中間報告)＞  
 継続企業の前提に関する監査人の検討＜監査基準委員会報告書第 22 号(中間報告)

＞  
 企業の事業内容及び企業内外の経営環境の理解 ＜監査基準委員会報告書第 23 号

(中間報告)＞  
 監査報告＜監査基準委員会報告書第 24 号（中間報告）＞ 

 
 
リスクアプローチ：監査上の危険性と重要性＜監査基準委員会報告書第 5 号＞  

リスクアプローチとは、前述の通り、財務諸表に虚偽表示が行われる要因を評価することを

通じて、実施する監査手続やその適用の時期及び範囲を決定し、監査リスク（監査人が財務

諸表の重要な虚偽の表示を看過して誤った意見を形成するリスク）を、合理的に低い水準に

押さえるための考え方である。「監査上の危険性と重要性＜監査基準委員会報告書第 5 号

＞」（以下当該報告と呼ぶ）では、監査リスク、固有リスク、統制リスク、発見リスクの定義やそ

の評価について規定している。以下はそれらの要約である。 
 
監査リスク（当該報告 2,3,4,5） 
 監査リスクとは、監査人が財務諸表の重要な虚偽の表示を看過して誤った意見を形成する

可能性をいい、監査人は、不正及び誤謬による財務諸表の重要な虚偽の表示を看過しない

ように監査を実施するために、監査リスクを合理的に低い水準に抑えなければならない。 
 監査は、勘定や取引を対象として実施されるので、財務諸表全体として決定された監査リス

クの水準を、個々の勘定や取引又は監査要点の監査リスクの水準として用いる。 
 監査リスクは、固有リスク、統制リスク及び発見リスクの三つの要素で構成される。なお、こ

れらのリスクの程度の評価又は決定は、画一的な尺度に照らして行われるものではなく、監

査人の職業的専門家としての判断に基づいて行われるものであるため、その評価結果は相

対的なものであるといえる。 
 
固有リスク（当該報告 6～15） 
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固有リスクとは、関連する内部統制が存在していないとの仮定の上で、財務諸表に重要な

虚偽の表示がなされる可能性をいい、企業内外の経営環境により影響を受けるリスク及び特

定の勘定や取引が本来有する特性から生ずるリスクからなる。 
監査人は、監査計画の策定に当たって、財務諸表に存在している可能性のある重要な虚

偽の表示を看過しないようにするため、固有リスクの要因を検討し、固有リスクを識別する。

監査人は、識別した固有リスクが実際に重要な虚偽の表示の原因となっているかどうかを監

査証拠を入手して判断できるように監査計画を策定しなければならない。 
監査人は、固有リスクの評価に際して、会社の事業内容を理解することが重要である。会

社の事業内容を理解するため、種々の情報を入手し、検討しなければならない。 
評価に当たって、監査人は、固有リスクについて、勘定や取引の監査要点ごと又は勘定や

取引ごとに、監査人の職業的専門家としての判断により評価することが必要である。例えば、

ある勘定や取引の監査要点ごとに評価できる場合には、特定の監査要点に係る固有リスク

の程度を高いとし、その他の監査要点については中位又は低いとする。また、勘定や取引ご

とに評価する場合で、固有リスクの程度を高いとしたときには、その勘定や取引に関連する

すべての監査要点について固有リスクの程度は高いとする。また、監査人は、特定の勘定や

取引が本来有する特性を検討して、特定の勘定や取引又は関連する監査要点において重要

な虚偽の表示が発生する可能性について評価しなければならない。 
 
統制リスク（当該報告 16～19） 
 監査人は、内部統制の理解に基づいて統制リスクの程度を暫定的に評価し、内部統制の整

備及び運用状況に係る統制評価手続を実施して、取引サイクルに関連する監査要点ごとに

統制リスクの程度を評価しなければならない。監査人は、内部統制が未整備等のため内部

統制に依拠して監査を実施できないと判断し、実証手続のみによって監査を実施するときに

は、統制リスクの程度を高いとしなければならない。  
 取引サイクルの監査要点は、関連する勘定や取引の監査要点に関連付けられなければな

らないことに留意する。  
 監査人は、統制評価手続の実施の結果が統制リスクの暫定的評価を裏付けるものでない

ときには統制リスクの程度を中位又は高いに修正するとともに、発見リスクの程度を改訂して

実証手続を実施しなければならない。  
  
発見リスク（当該報告 20～24） 
 発見リスクとは、企業の内部統制によって防止又は発見されなかった財務諸表の重要な虚

偽の表示が、実証手続を実施してもなお発見されない可能性をいう。  
 監査人は、発見リスクの程度に適合するように、実施する実証手続、実施の時期及び範囲

を決定しなければならない。監査リスクへの対応は、発見リスクの程度に適合した実証手続

の実施にあることに留意する。  
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 監査人は、発見リスクの程度を、勘定や取引の監査要点ごとに、監査リスクの合理的に低

い水準並びに固有リスク及び統制リスクの評価の結果に基づいて決定しなければならない。 
このとき監査人は、監査リスクの構成要素のうち、固有リスク及び統制リスクの程度を評価す

ることはできるが、これらのリスクの程度そのものを直接変動させることはできない。固有リス

ク及び統制リスクの程度がともに高い場合、監査リスクを合理的に低い水準に抑えるために、

発見リスクの程度を低くする必要がある。また、固有リスク及び統制リスクの程度がともに低

い場合、発見リスクの程度を高くしても監査リスクを合理的に低い水準に抑えることが可能と

なる。このように、発見リスクの程度は、一定の監査リスクの水準の下では、固有リスク及び

統制リスクの程度と逆の関係になることに留意する。  
決定された発見リスクの程度は、監査計画の策定に際して、勘定や取引の監査要点に対し

て選択適用する実証手続、実施の時期及び範囲の決定を行う場合の基礎となる。なお発見

リスクの程度を低い水準に抑えるために必要な対応は以下のようなものである。  
(1)より強い証明力を有する監査証拠を得るための実証手続を選択する。  
(2)貸借対照表日により近い時期に実証手続を実施する。  
(3)実施する実証手続の範囲を拡大する。  
なお、発見リスクの程度を高くしてもよいときには、推定値を利用した分析的手続を適用す

ることにより、それ以外の実証手続を実施しないか又は縮小すること等の監査の効率化を図

ることが可能となることに留意する。 
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